














（ 続紙 １ ）                             













































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、民主化後のインドネシアにおいて最有力なビジネス・グループであるバク
リグループに焦点を当て、同グループを率いるバクリファミリーやプロフェッショナル
経営陣が政治権力に加えて金融的な仕組みを利用し、時に強引な手段を用いながら同グ
ループの維持拡大を図った動態を鮮明かつ詳細に描いた論文である。 
本論文は以下の５点において学術的に高く評価しうる。 
第1に、インドネシアの企業グループ研究は相当な蓄積があるものの、その大半はス
ハルト権威主義体制期を対象としており、ポストスハルト期、民主主義体制期の企業グ
ループについての詳細かつ包括的な研究はあまりなかった。本論文は、インドネシアで
も最大規模の企業グループをその誕生から2011年までの長いスパンを通じて本格的に
扱っており、その点に特色がある。 
第2に、バクリグループについては、当主アブリザルに着目して、彼の政治的権力の
行使・悪用がアプリオリにグループの事業拡大、更には経済危機の克服を可能にしてき
たと考えられがちであった。しかし、本論文では、グループの拡大過程とグループ内部
のダイナミズムを丁寧に分析することで、少なくとも危機の克服にあたっては非政治的
なファクター、つまりプロフェッショナル経営陣による経営戦略やファミリーメンバー
による金融工学の駆使や国際資本との提携といった経営手法、更にはビジネス・ネット
ワークの活用といった要素がより重要であったことを指摘した点で独創的である。プロ
フェッショナル経営陣の経営戦略を詳細に取り上げて、その重要性を指摘する点は本論
文のオリジナルな切り口である。 
第3に、本論文は、政治家としても有力政党ゴルカル党党首であり、大統領候補にま
でなったアブリザルの、政治家としてのゴルカル党の掌握と同党掌握を通じた政治的権
力行使の実態行動、グループの経済面・非経済面の利益とコストを詳細に論じている。
企業グループがクローニーとして政治的権力アクターからどのような便宜を受けたの
か、またどのような利得を政治的権力アクターにもたらしたかについては多くの研究が
あるが、グループの当主が政治家になったケースに関する研究はこれまで手薄であっ
た。本研究は、代表的企業グループの当主が代表的政治家になるという民主化後のイン
ドネシアで見られ始めた代表的ケースを取り上げており、民主化後のインドネシアにお
ける企業政治家の政治とカネ、ビジネス間の相関関係に関する研究、ひいては政治資金
に関する政治学的研究として新たな境地を開いている。 
第4に、バクリグループと英国財閥ナット・ロスチャイルドとの2011年の取引はイン
ドネシアM&A史上最大規模でありながら、その詳細はこれまで明らかにされてこなかっ
た。本論文は、この取引の過程を詳細に分析し、バクリグループによる国際資本の獲得
とその後の戦略的撤退を初めて明らかにした点で重要な研究である。また、企業ガバナ
ンスに問題を抱えるバクリグループさえ、英国証券取引所シティに上場が可能であるこ
とを示しており、グローバルな企業ガバナンスの課題も明らかにしている。 
第5に、アジア通貨危機の打撃を受けた国々において、企業グループがどうなったの
か、政治にどのような影響があったのかというのは、多くの国に共通する研究課題であ
り、十分な実証研究が行われてきたわけではない。本研究は、ほかのASEAN諸国、とり
わけタイの事例を考える場合に参考になる示唆を与えている。 
以上により、本論文は、ポストスハルト期インドネシアを一企業グループであるバク
リグループに焦点を当てて政治経済学的に分析することで、これまでのインドネシア政
治研究や企業研究、とりわけ政治と企業活動の関係に関する研究に対して多くの新たな
知見を示しており、地域研究として優れた業績である。 
よって、本論文は博士（地域研究）の学位論文として価値あるものと認める。また、
平成28年2月10日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格と
  
認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
